
 

 

 

 

 

関係法令等 

 

 
 



目 次 

 

１ 割賦販売法                           １                                  

２ 割賦販売法施行令                        ９ 

３ 割賦販売法施行規則                       11 

４ 特定商取引に関する法律                     25 

５ 消費者契約法                          31                         

 

頁 

 



１．割賦販売法（昭和 36 年法律第 159 号）（抜粋) 
 

（目的及び運用上の配慮）  

第一条  この法律は、割賦販売等に係る取引の公正の確保、購入者等が受ける

ことのある損害の防止及びクレジットカード番号等の適切な管理に必要な措

置を講ずることにより、割賦販売等に係る取引の健全な発達を図るとともに、

購入者等の利益を保護し、あわせて商品等の流通及び役務の提供を円滑にし、

もつて国民経済の発展に寄与することを目的とする。  

２  この法律の運用にあたつては、割賦販売等を行なう中小商業者の事業の安

定及び振興に留意しなければならない。 

 

（定義）  

第二条   

１～２（略） 

３  この法律において「包括信用購入あつせん」とは、次に掲げるものをいう。  

一  それを提示し若しくは通知して、又はそれと引換えに、特定の販売業者

から商品若しくは権利を購入し、又は特定の役務提供事業者から有償で役

務の提供を受けることができるカードその他の物又は番号、記号その他の

符号（以下この項及び次項、第三十条から第三十条の二の三まで、第三十

四条並びに第三十五条の十六において「カード等」という。）をこれにより

商品若しくは権利を購入しようとする者又は役務の提供を受けようとする

者（以下この項、第三十条から第三十条の二の三まで、第三十条の五の二、

第三十条の五の三、第三十条の六において準用する第四条の二、第三十三

条の二（第三十三条の三第二項において準用する場合を含む。）、第三十四

条の二、第三十五条の三の四十三、第三十五条の三の四十六、第三十五条

の三の五十七、第三十五条の三の五十九、第三十五条の十六、第四十一条

及び第四十一条の二において「利用者」という。）に交付し又は付与し、当

該利用者がそのカード等を提示し若しくは通知して、又はそれと引換えに

特定の販売業者から商品若しくは権利を購入し、又は特定の役務提供事業

者から役務の提供を受けるときは、当該販売業者又は当該役務提供事業者

に当該商品若しくは当該権利の代金又は当該役務の対価に相当する額の交

付（当該販売業者又は当該役務提供事業者以外の者を通じた当該販売業者

又は当該役務提供事業者への交付を含む。）をするとともに、当該利用者か

ら当該代金又は当該対価に相当する額をあらかじめ定められた時期までに

受領すること（当該利用者が当該販売業者から商品若しくは権利を購入す

る契約を締結し、又は当該役務提供事業者から役務の提供を受ける契約を
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締結した時から二月を超えない範囲内においてあらかじめ定められた時期

までに受領することを除く。）。  

二  カード等を利用者に交付し又は付与し、当該利用者がそのカード等を提

示し若しくは通知して、又はそれと引換えに特定の販売業者から商品若し

くは権利を購入し、又は特定の役務提供事業者から役務の提供を受けると

きは、当該販売業者又は当該役務提供事業者に当該商品若しくは当該権利

の代金又は当該役務の対価に相当する額の交付（当該販売業者又は当該役

務提供事業者以外の者を通じた当該販売業者又は当該役務提供事業者への

交付を含む。）をするとともに、当該利用者からあらかじめ定められた時期

ごとに当該商品若しくは当該権利の代金又は当該役務の対価の合計額を基

礎としてあらかじめ定められた方法により算定して得た金額を受領するこ

と。  

４（略） 

５  この法律において「指定商品」とは、定型的な条件で販売するのに適する

商品であつて政令で定めるものをいい、「指定権利」とは、施設を利用し又は

役務の提供を受ける権利のうち国民の日常生活に係る取引において販売され

るものであつて政令で定めるものをいい、「指定役務」とは、次項、第三十五

条の三の六十一、第三十五条の三の六十二、第四十一条及び第四十一条の二

を除き、国民の日常生活に係る取引において有償で提供される役務であつて

政令で定めるものをいう。  

６（略） 

 

（包括信用購入あっせんの取引条件の表示）  

第三十条  包括信用購入あっせんを業とする者（以下「包括信用購入あっせん

業者」という。）は、第二条第三項第一号に規定する包括信用購入あっせんを

するためカード等を利用者に交付し又は付与するときは、経済産業省令・内

閣府令で定めるところにより、当該包括信用購入あっせんをする場合におけ

る取引条件に関する次の事項を記載した書面を当該利用者に交付しなければ

ならない。  

一  包括信用購入あっせんに係る商品若しくは権利の代金又は役務の対価

（包括信用購入あっせんの手数料を含む。）の支払の期間及び回数  

二  経済産業省令・内閣府令で定める方法により算定した包括信用購入あっ

せんの手数料の料率  

三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令・内閣府令で定める事項  

２  包括信用購入あっせん業者は、第二条第三項第二号に規定する包括信用購

入あっせんをするためカード等を利用者に交付し又は付与するときは、経済
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産業省令・内閣府令で定めるところにより、当該包括信用購入あっせんをす

る場合における取引条件に関する次の事項を記載した書面を当該利用者に交

付しなければならない。  

一  利用者が弁済をすべき時期及び当該時期ごとの弁済金の額の算定方法  

二  経済産業省令・内閣府令で定める方法により算定した包括信用購入あっ

せんの手数料の料率  

三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令・内閣府令で定める事項  

３（略） 

 

（書面の交付）  

第三十条の二の三  包括信用購入あっせん業者は、包括信用購入あっせんに係

る購入又は受領の方法により購入される商品若しくは指定権利の代金又は受

領される役務の対価に相当する額の受領に係る契約（以下「包括信用購入あ

っせん関係受領契約」という。）であつて第二条第三項第一号に規定する包括

信用購入あっせんに係るものを締結したときは、遅滞なく、経済産業省令・

内閣府令で定めるところにより、当該契約に関する次の事項を記載した書面

を購入者又は役務の提供を受ける者に交付しなければならない。  

一  購入者又は役務の提供を受ける者の支払総額（当該商品若しくは当該権

利の現金販売価格又は当該役務の現金提供価格及び包括信用購入あっせん

の手数料の合計額をいう。第三十条の三及び第三十条の四において同じ。）  

二  包括信用購入あっせんに係る各回ごとの商品若しくは権利の代金又は 

役務の対価（包括信用購入あっせんの手数料を含む。）の支払分の額並びに

その支払の時期及び方法  

三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令・内閣府令で定める事項  

２  包括信用購入あっせん業者は、包括信用購入あっせん関係受領契約であつ

て第二条第三項第二号に規定する包括信用購入あつせんに係るものを締結し

たときは、遅滞なく、経済産業省令・内閣府令で定めるところにより、当該

契約に関する次の事項を記載した書面を購入者又は役務の提供を受ける者に

交付しなければならない。  

一  当該商品若しくは当該権利の現金販売価格又は当該役務の現金提供価 

格  

二  弁済金の支払の方法  

三  前二号に掲げるもののほか、経済産業省令・内閣府令で定める事項  

３  包括信用購入あっせん業者は、商品、指定権利又は役務に係る第二条第三

項第二号に規定する包括信用購入あっせんに係る弁済金の支払を請求すると

きは、あらかじめ、経済産業省令・内閣府令で定めるところにより、次の事
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項を記載した書面を購入者又は役務の提供を受ける者に交付しなければなら

ない。  

一  弁済金を支払うべき時期  

二  前号の時期に支払われるべき弁済金の額及びその算定根拠  

４  包括信用購入あっせん業者と包括信用購入あっせんに係る契約を締結し

た販売業者（特定の包括信用購入あっせん業者のために、利用者がカード等

を提示し若しくは通知して、又はそれと引換えに販売業者から商品若しくは

権利を購入し、又は役務提供事業者から役務の提供を受けるときは、自己の

名をもつて当該販売業者又は当該役務提供事業者に包括信用購入あっせんに

係る購入又は受領の方法により購入された商品若しくは権利の代金又は受領

される役務の対価に相当する額の交付（当該販売業者又は当該役務提供事業

者以外の者を通じた当該販売業者又は当該役務提供事業者への交付を含む。）

をすること（以下「包括信用購入あっせん関係立替払取次ぎ」という。）を業

とする者（以下「包括信用購入あっせん関係立替払取次業者」という。）と包

括信用購入あっせん関係立替払取次ぎに係る契約を締結した販売業者を含む。

以下「包括信用購入あっせん関係販売業者」という。）又は役務提供事業者（包

括信用購入あっせん関係立替払取次業者と包括信用購入あっせん関係立替払

取次ぎに係る契約を締結した役務提供事業者を含む。以下「包括信用購入あ

っせん関係役務提供事業者」という。）は、包括信用購入あっせんに係る販売

の方法により商品若しくは指定権利を販売する契約又は包括信用購入あっせ

んに係る提供の方法により役務を提供する契約を締結したときは、遅滞なく、

経済産業省令・内閣府令で定めるところにより、当該契約に関する次の事項

を記載した書面を購入者又は役務の提供を受ける者に交付しなければならな

い。  

一  商品若しくは権利の現金販売価格又は役務の現金提供価格  

二  商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期  

三  契約の解除に関する事項  

四  前三号に掲げるもののほか、経済産業省令・内閣府令で定める事項 

 

（包括信用購入あっせん業者に対する抗弁）  

第三十条の四  購入者又は役務の提供を受ける者は、第二条第三項第一号に規

定する包括信用購入あっせんに係る購入又は受領の方法により購入した商品

若しくは指定権利又は受領する役務に係る第三十条の二の三第一項第二号の

支払分の支払の請求を受けたときは、当該商品若しくは当該指定権利の販売

につきそれを販売した包括信用購入あっせん関係販売業者又は当該役務の提

供につきそれを提供する包括信用購入あっせん関係役務提供事業者に対して
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生じている事由をもつて、当該支払の請求をする包括信用購入あっせん業者

に対抗することができる。  

２  前項の規定に反する特約であって購入者又は役務の提供を受ける者に不

利なものは、無効とする。  

３  第一項の規定による対抗をする購入者又は役務の提供を受ける者は、その

対抗を受けた包括信用購入あっせん業者からその対抗に係る同項の事由の内

容を記載した書面の提出を求められたときは、その書面を提出するよう努め

なければならない。  

４  前三項の規定は、第一項の支払分の支払であって政令で定める金額に満た

ない支払総額に係るものについては、適用しない。 

 

（業務の運営に関する措置）  

第三十条の五の二  包括信用購入あっせん業者は、利用者又は購入者若しくは

役務の提供を受ける者の利益の保護を図るため、経済産業省令・内閣府令で

定めるところにより、その包括信用購入あっせんの業務に関して取得した利

用者又は購入者若しくは役務の提供を受ける者に関する情報の適正な取扱い、

その包括信用購入あっせんの業務を第三者に委託する場合における当該業務

の適確な遂行及びその利用者又は購入者若しくは役務の提供を受ける者から

の苦情の適切かつ迅速な処理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（改善命令）  

第三十条の五の三  経済産業大臣は、包括信用購入あっせん業者が第三十条の

二第一項本文、第三項若しくは第四項、第三十条の二の二本文、前条、第三

十五条の三の五十六から第三十五条の三の五十八まで又は第三十五条の三の

五十九第一項の規定に違反していると認めるときは、その必要の限度におい

て、当該包括信用購入あっせん業者に対し、包括信用購入あっせんに係る業

務の運営を改善するため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  

２  経済産業大臣は、包括信用購入あっせん業者が第三十条の二第一項本文、

第三項若しくは第四項、第三十条の二の二本文又は前条の規定に違反してい

る場合において、前項の規定による命令をしようとするときは、あらかじめ、

内閣総理大臣に協議しなければならない。  

３  内閣総理大臣は、包括信用購入あっせん業者が第三十条の二第一項本文、

第三項若しくは第四項、第三十条の二の二本文又は前条の規定に違反してい

る場合において、利用者又は購入者若しくは役務の提供を受ける者の利益を

保護するため必要があると認めるときは、経済産業大臣に対し、第一項の規

定による命令に関し、必要な意見を述べることができる。 

5 
 



 

（個別信用購入あっせん関係受領契約の申込みの承諾等の禁止）  

第三十五条の三の七  個別信用購入あっせん業者は、第三十五条の三の五第一

項の規定による調査その他の方法により知った事項からみて、個別信用購入

あっせん関係販売業者又は個別信用購入あっせん関係役務提供事業者が特定

契約に係る個別信用購入あっせん関係販売契約又は個別信用購入あっせん関

係役務提供契約の申込み又は締結の勧誘をするに際し、次の各号のいずれか

に該当する行為をしたと認めるときは、当該勧誘の相手方に対し当該個別信

用購入あっせん関係販売契約若しくは当該個別信用購入あっせん関係役務提

供契約に係る個別信用購入あっせん関係受領契約の申込みをし、又は当該勧

誘の相手方から受けた当該個別信用購入あっせん関係販売契約若しくは当該

個別信用購入あっせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あっせん関係受

領契約の申込みを承諾してはならない。ただし、当該勧誘の相手方が当該個

別信用購入あっせん関係販売契約又は当該個別信用購入あっせん関係役務提

供契約の締結を必要とする特別の事情があることを確認した場合その他当該

勧誘の相手方の利益の保護に欠け、又は欠けることとなるおそれがないと認

めるときは、この限りでない。  

一  特定商取引に関する法律第六条第一項 から第三項まで、第二十一条各項、

第三十四条第一項から第三項まで、第四十四条各項又は第五十二条第一項若

しくは第二項の規定に違反する行為  

二  消費者契約法 （平成十二年法律第六十一号）第四条第一項から第三項ま

でに規定する行為（同条第二項 に規定する行為にあっては、同項ただし書

の場合に該当するものを除く。） 

 

（クレジットカード番号等の適切な管理）  

第三十五条の十六  包括信用購入あっせん業者又は二月払購入あっせんを業

とする者（以下「クレジットカード等購入あっせん業者」という。）は、経済

産業省令で定める基準に従い、その取り扱うクレジットカード番号等（クレ

ジットカード等購入あっせん業者が、その業務上利用者に付与する第二条第

三項第一号の番号、記号その他の符号をいう。以下同じ。）の漏えい、滅失又

はき損の防止その他のクレジットカード番号等の適切な管理のために必要な

措置を講じなければならない。  

２  この章において「二月払購入あっせん」とは、カード等を利用者に交付し

又は付与し、当該利用者がそのカード等を提示し若しくは通知して、又はそ

れと引換えに特定の販売業者から商品若しくは権利を購入し、又は特定の役

務提供事業者から役務の提供を受けるときは、当該販売業者又は当該役務提

6 
 



供事業者に当該商品若しくは当該権利の代金又は当該役務の対価に相当する

額の交付（当該販売業者又は当該役務提供事業者以外の者を通じた当該販売

業者又は当該役務提供事業者への交付を含む。）をするとともに、当該利用者

から当該代金又は当該対価に相当する額を、当該利用者が当該販売業者から

商品若しくは権利を購入する契約を締結し、又は当該役務提供事業者から役

務の提供を受ける契約を締結した時から二月を超えない範囲内においてあら

かじめ定められた時期までに受領することをいう。  

３  特定のクレジットカード等購入あっせん業者のために、利用者がカード等

を提示し若しくは通知して、又はそれと引換えに特定の販売業者から商品若

しくは権利を購入し、又は特定の役務提供事業者から役務の提供を受けると

きは、自己の名をもつて当該販売業者又は当該役務提供事業者に包括信用購

入あっせん又は二月払購入あっせんに係る購入の方法により購入された商品

若しくは権利の代金又は受領される役務の対価に相当する額の交付（当該販

売業者又は当該役務提供事業者以外の者を通じた当該販売業者又は当該役務

提供事業者への交付を含む。）をすること（以下「立替払取次ぎ」という。）

を業とする者（以下「立替払取次業者」という。）は、経済産業省令で定める

基準に従い、その取り扱うクレジットカード番号等の漏えい、滅失又はき損

の防止その他のクレジットカード番号等の適切な管理のために必要な措置を

講じなければならない。  

４  クレジットカード等購入あっせん業者又は立替払取次業者は、クレジット

カード番号等保有業者（次の各号のいずれかに該当する者をいう。以下同じ。）

の取り扱うクレジットカード番号等の適切な管理が図られるよう、経済産業

省令で定める基準に従い、クレジットカード番号等保有業者に対する必要な

指導その他の措置を講じなければならない。  

一  クレジットカード等購入あっせん業者と包括信用購入あっせん又は二 

月払購入あっせんに係る契約を締結した販売業者又は役務提供事業者  

二  立替払取次業者と立替払取次ぎに係る契約を締結した販売業者又は役 

務提供事業者  

三  クレジットカード等購入あっせん業者若しくは立替払取次業者若しく 

は前二号に掲げる販売業者若しくは役務提供事業者からクレジットカード

番号等の取扱いの全部若しくは一部の委託を受けた第三者又は当該第三者

から委託（二以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた者 

 

第四十九条の二  クレジットカード等購入あっせん業者、立替払取次業者若し

くはクレジットカード番号等保有業者又はこれらの役員若しくは職員若しく

はこれらの職にあつた者が、その業務に関して知り得たクレジットカード番
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号等を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、提供し、又は盗用し

たときは、三年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

２～３（略） 

４  前三項の規定は、刑法その他の罰則の適用を妨げない。 

 

第五十一条の六  次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処

する。  

一  第三十条の五の三第一項の規定による命令に違反した者  

二～三（略） 
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２．割賦販売法施行令（昭和 36 年政令第 341 号）（抜粋） 
 

（指定商品等）  

第一条  割賦販売法 （以下「法」という。）第二条第五項の指定商品は、別表

第一に掲げる商品とする。  

２  法第二条第五項 の指定権利は、別表第一の二に掲げる権利とする。  

３  法第二条第五項 の指定役務は、別表第一の三に掲げる役務とする。 

４（略） 

  

別表第一の二 （第一条関係）  

一 人の皮膚を清潔にし若しくは美化し、体型を整え、又は体重を減ずるた

めの施術を受ける権利 

二 保養のための施設又はスポーツ施設を利用する権利 

三 語学の教授（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定

する学校、同法第百二十四条に規定する専修学校若しくは同法第百三十四

条第一項に規定する各種学校の入学者を選抜するための学力試験に備える

ため又は同法第一条に規定する学校（大学を除く。）における教育の補習の

ための学力の教授に該当するものを除く。）を受ける権利 

四 学校教育法第一条に規定する学校（幼稚園及び小学校を除く。）、同法第

百二十四条に規定する専修学校若しくは同法第百三十四条第一項に規定す

る各種学校の入学者を選抜するための学力試験（次号及び別表第一の三に

おいて「入学試験」という。）に備えるため又は学校教育（同法第一条に規

定する学校（幼稚園及び大学を除く。）における教育をいう。次号及び別表

第一の三において同じ。）の補習のための学力の教授（次号に規定する場所

以外の場所において提供されるものに限る。）を受ける権利 

五 入学試験に備えるため又は学校教育の補習のための学校教育法第一条に

規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）の児童、生徒又は学生を対象とし

た学力の教授（役務提供事業者の事業所その他の役務提供事業者が当該役

務提供のために用意する場所において提供されるものに限る。）を受ける権

利 

六 電子計算機又はワードプロセッサーの操作に関する知識又は技術の教授

を受ける権利 

七 結婚を希望する者を対象とした異性の紹介を受ける権利  
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別表第一の三 （第一条関係）  

一 人の皮膚を清潔にし若しくは美化し、体型を整え、又は体重を減ずるた

めの施術を行うこと。 

二 保養のための施設又はスポーツ施設を利用させること。 

三 家屋、門又は塀の修繕又は改良 

四 語学の教授（学校教育法第一条に規定する学校、同法第百二十四条に規

定する専修学校若しくは同法第百三十四条第一項に規定する各種学校の入

学者を選抜するための学力試験に備えるため又は同法第一条に規定する学

校（大学を除く。）における教育の補習のための学力の教授に該当するもの

を除く。） 

五 入学試験に備えるため又は学校教育の補習のための学力の教授（次号に

規定する場所以外の場所において提供されるものに限る。） 

六 入学試験に備えるため又は学校教育の補習のための学校教育法第一条に

規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）の児童、生徒又は学生を対象とし

た学力の教授（役務提供事業者の事業所その他の役務提供事業者が当該役

務提供のために用意する場所において提供されるものに限る。） 

七 電子計算機又はワードプロセッサーの操作に関する知識又は技術の教授 

八 結婚を希望する者を対象とした異性の紹介 

九 家屋における有害動物又は有害植物の防除 

十 技芸又は知識の教授（第四号から第七号までに掲げるものを除く。） 

 

（包括信用購入あっせん業者に対する抗弁）  

第二十一条  法第三十条の四第四項 の政令で定める金額は、四万円とする。  

２  法第三十条の五第一項において準用する法第三十条の四第四項の政令で

定める金額は、三万八千円とする。 
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３．割賦販売法施行規則（昭和 36 年通商産業省令第 95 号）（抜粋） 
 

（包括信用購入あっせんの取引条件の表示の方法）  

第三十六条  法第三十条第一項各号の事項を記載した書面を交付するときは、

次の各号に定めるところによらなければならない。  

一  次の表の上欄に掲げる用語をそれぞれ同表の下欄に掲げる定義により 

用いること。 

用語 定義 

現金販売価格 商品の引渡し又は権利の移転と同時にその代金の全額を受領

する場合の価格  

現金提供価格 役務を提供する契約の締結と同時にその対価

の全額を受領する場合の価格 

現金価格 商品の引渡し若しくは権利の移転又は役務を提供する契約の

締結と同時にその代金又は対価の全額を受領する場合の価格  

支払総額 購入した商品若しくは権利の現金販売価格又は提供を受ける

役務の現金提供価格及び包括信用購入あっせんの手数料の合

計額 

頭金 包括信用購入あっせんに係る販売の方法により商品若しくは

指定権利を販売する契約又は包括信用購入あっせんに係る提

供の方法により役務を提供する契約（以下「包括信用購入あ

っせん関係販売等契約」という。）の締結に際し購入者等が包

括信用購入あっせん関係販売業者又は包括信用購入あっせん

関係役務提供事業者に支払う金額 

申込金 購入者等が包括信用購入あっせん関係販売等契約の予約を目

的として包括信用購入あっせん関係販売業者又は包括信用購

入あっせん関係役務提供事業者に支払う金額であって、契約

が締結された場合には頭金に充当され、契約が締結されなか

つた場合には返還されるもの 

支払期間 包括信用購入あっせん関係受領契約が締結された時から当該

契約に基づく支払分の支払が完了する時までの期間 

支払回数 

分割回数 

包括信用購入あっせんに係る頭金を除いた商品若しくは権利

の代金又は役務の対価の支払回数 

包括信用購入

あっせんの手

数料 

分割払手数料 

金利、信用調査費、集金費、事務管理費、貸し倒れ補てん費

その他何らの名義をもってするを問わず包括信用購入あっせ

んに係る手数料として包括信用購入あっせん業者が購入者等

に対し支払わせるものの総額（登記等手数料を包括信用購入
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あっせんの手数料に含めない旨が明示されているときは、登

記等手数料を控除した額） 

実質年率 次項の規定により算定した包括信用購入あっせんの手数料の

料率 

支払分 

分割支払額 

分割支払金 

包括信用購入あっせんに係る各回ごとの商品若しくは権利の

代金又は役務の対価（包括信用購入あっせんの手数料を含

む。）の支払金額 

二  日本工業規格Ｚ八三〇五に規定する八ポイント以上の大きさの文字及び

数字を用いること。  

三  法第三十条第一項第二号 の事項は、次項に規定する方法により算定した

包括信用購入あつせんの手数料の料率を年利建てで少なくとも〇・一パーセ

ントの単位まで示し、かつ、当該料率以外の料率を示さないこと。  

２  法第三十条第一項第二号の経済産業省令で定める方法は、別表第一第一号

に定める方法とする。ただし、支払分の支払の方法が、支払の間隔について

は第一号に、額については第二号に該当する場合以外の場合にあっては、同

表第二号に定める方法とすることができる。  

一  支払分の支払の間隔が次のいずれかに該当する場合 

イ 支払期間における支払分の支払が月一回であり、かつ、等間隔である 

場合 

ロ イに掲げる場合を除き、包括信用購入あっせん関係受領契約の締結され

た日から第一回の支払分の支払日の前日までの期間が二月未満であつて、

第一回の支払分の支払日から支払期間の終了の日までの支払が月一回であ

り、かつ、等間隔である場合 

二  支払分の額が次のいずれかに該当する場合 

イ 支払分の額が均等である場合 

ロ 任意の一回の支払分を除く他の支払分の額が均等であり、当該均等な 

支払分の額と異なる一回の支払分の額が他の均等な支払分の額の一・五倍

に相当する額以下の額である場合 

ハ 支払期間のうちに六月、七月、八月、十二月若しくは一月が含まれて  

いる場合（支払期間が一年未満の場合に限る。）であつて、支払期間におい

て当該六月、七月、八月、十二月若しくは一月のうちの一の月のみにおけ

る支払分（以下「特定月の支払分」という。）以外の支払分についてイ若し

くはロに該当しており、かつ、特定月の支払分の額が他の支払分の額を超

えている場合又は支払期間のうちに六月、七月若しくは八月と十二月若し

くは一月が含まれている場合であって、支払期間において当該六月、七月

若しくは八月のうちの一の月と十二月若しくは一月のうちの一の月の支払
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分（以下「特定の二月の支払分」という。）以外の支払分についてイ若しく

はロに該当しており、かつ、特定の二月の支払分の額が同額で他の支払分

の額を超えている場合 

３  法第三十条第一項第三号の経済産業省令で定める事項は、次のとおりとす

る。  

一  支払総額の具体的算定例  

二  極度額について定めがあるときは、その金額  

三  前号に定めるもののほか、カード等の利用に関する特約があるときは、

その内容 

 

 

別表第一  

 

 一 次の算式により算定すること。 

   Ｒ＝Ｆ÷（シグマ（ｎＵｉ・Ｔｉ）） 

     ｉ＝１ 

  イ この式において、Ｒ、Ｆ、ｎ及びＴｉは、それぞれ次の値を表すもの 

とする。 

   Ｒ 割賦手数料（ローン提携販売にあつては、融資手数料、包括信用購 

入あつせん又は個別信用購入あつせんにあつては、包括信用購入あつ 

せん又は個別信用購入あつせんの手数料。以下同じ。）の料率 

Ｆ 割賦手数料の総額 

ｎ 支払回数（ローン提携販売にあつては、返済回数）Ｔｉ前回の賦払

金（ローン提携販売にあつては、分割返済金、包括信用購入あつせん

又は個別信用購入あつせんにあつては、支払分。以下同じ。）の支払日

から当該賦払金の支払日の前日までの期間又は契約の締結された日か

ら第一回の賦払金の支払日の前日までの期間（年を単位として表すも

のとする。）。ただし、契約の締結された日から第一回の賦払金の支払

日の前日までの期間については、当該期間が二月未満の場合は、十二

分の一年とすることができる。 

  ロ Ｕｉは、次の値とし、当該値を算式に代入してＲを計算するものとす 

る。 

  （１）ｉが一のときは、商品若しくは権利の現金販売価格又は役務の現金 

提供価格（割賦販売業者（ローン提携販売にあつては、ローン提携 

販売業者、包括信用購入あつせん又は個別信用購入あつせんにあつ 

ては、包括信用購入あつせん関係販売業者若しくは包括信用購入あ 
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つせん関係役務提供事業者又は個別信用購入あつせん関係販売業者 

若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供事業者。以下同じ。）が 

購入者等から頭金若しくは初回金又は申込金の支払を受けている場 

合にあつては、これらの金額を控除した額） 

（２）ｉが二以上のときは、次に掲げる値 

     Ｕｉ＝Ｕｉ－１－｛Ｐｉ－１－（Ｒ・Ｕｉ－１・Ｔｉ－１）｝ 

     Ｐｉは、各回の賦払金の額とする。 

  （３） 賦払金の額が、第一条第二項第二号ロ、第二十七条第一項第三号 

又は第三十六条第二項第二号ロに掲げる場合に該当する場合にあつ 

ては、賦払金の額がすべて等しいものとして計算することができる 

ものとし、第一条第二項第二号ハ、第二十七条第二項第二号ハ又は 

第三十六条第二項第二号ハに掲げる場合に該当する場合にあつては、 

特定月の賦払金又は特定の二月の賦払金を除く賦払金の額がすべて 

等しいものとして計算することができる。 

 二 前号の算式により、Ｕｉの値を同号ロに掲げる値に代えて、次に掲げる 

値として算定すること。 

  （１）ｉが一のときは、商品若しくは権利の現金販売価格又は役務の現金 

提供価格（割賦販売業者が購入者等から頭金若しくは初回金又は申 

込金の支払を受けている場合にあつては、これらの金額を控除した 

額） 

（２）ｉが二以上のときは、賦払金の支払日の前日における元本の額 

 三（略） 

 

第三十七条  法第三十条第二項各号の事項を記載した書面を交付するときは、

次の各号に定めるところによらなければならない。  

一  次の表の上欄に掲げる用語をそれぞれ同表の下欄に掲げる定義により

用いること。 

用語 定義 

現金販売価

格 

商品の引渡し又は権利の移転と同時にその代金の全額を受領

する場合の価格 

現金提供価

格 

役務を提供する契約の締結と同時にその対価の全額を受領す

る場合の価格 

現金価格 商品の引渡し若しくは権利の移転又は役務を提供する契約の

締結と同時にその代金又は対価の全額を受領する場合の価格 

頭金 包括信用購入あつせん関係販売等契約の締結に際し購入者等

が包括信用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購入あつ
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せん関係役務提供事業者に支払う金額 

申込金 購入者等が包括信用購入あつせん関係販売等契約の予約を目

的として包括信用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購

入あつせん関係役務提供事業者に支払う金額であつて、契約

が締結された場合には頭金に充当され、契約が締結されなか

つた場合には返還されるもの 

包括信用購

入あつせん

の手数料 

金利、信用調査費、集金費、事務管理費、貸倒補てん費その

他何らの名義をもつてするを問わず包括信用購入あつせんに

係る手数料として包括信用購入あつせん業者が購入者等に対

し支払わせるものの総額（登記等手数料を包括信用購入あつ

せんの手数料に含めない旨が明示されているときは、登記等

手数料を控除した額） 

実質年率 次項の規定により算定した包括信用購入あつせんの手数料の

料率 

弁済金 包括信用購入あつせんに係る各回ごとの商品若しくは権利の

代金又は役務の対価（包括信用購入あつせんの手数料を含

む。）の支払金額 

二  日本工業規格Ｚ八三〇五に規定する八ポイント以上の大きさの文字及

び数字を用いること。  

三  法第三十条第二項第二号の事項は、次項に規定する方法により算定した

包括信用購入あつせんの手数料の料率を年利建てで少なくとも〇・一パー

セントの単位まで示し、かつ、当該料率以外の料率を示さないこと。  

２  法第三十条第二項第二号の経済産業省令で定める方法は、別表第一第三

号に定める方法とする。  

３  法第三十条第二項第三号の経済産業省令で定める事項は、次のとおりと

する。  

一  弁済金の額の具体的算定例  

二  極度額について定めがあるときは、その金額  

三  前号に定めるもののほか、カード等の利用に関する特約があるときは、

その内容 

 

（書面の交付等）  

第四十九条  法第三十条の二の三第一項第三号の経済産業省令で定める事項

は、次のとおりとする。  

一  包括信用購入あつせん業者の名称及び住所又は電話番号並びに包括信

用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購入あつせん関係役務提供事業
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者の名称  

二  契約年月日  

三  支払分の支払回数  

四  包括信用購入あつせん関係受領契約について購入者等が問合わせ、相談

等を行うことができる機関の名称及び住所又は電話番号  

五  包括信用購入あつせん業者に対する抗弁に関する事項  

六  包括信用購入あつせん関係受領契約の解除に関する定めがあるときは、

その内容  

七  支払時期の到来していない支払分の支払を請求することについての定

めがあるときは、その内容  

八  支払分の支払の義務が履行されない場合（包括信用購入あつせん関係受

領契約が解除された場合を除く。）の損害賠償額の予定又は違約金の定めが

あるときは、その内容  

九  前各号に掲げるもののほか特約があるときは、その内容  

 

第五十条  法第三十条の二の三第一項各号に掲げる事項を記載した書面を交

付するときは、次の各号に定めるところによらなければならない。  

一  第三十六条第一項第一号の表の上欄に掲げる用語をそれぞれ同表の下

欄に掲げる定義により用いること。  

二  前条第五号に掲げる事項については、その内容に、商品若しくは指定権

利の販売につきそれを販売した包括信用購入あつせん関係販売業者又は役

務の提供につきそれを提供する包括信用購入あつせん関係役務提供事業者

に対して生じている事由をもつて、支払分の支払の請求をする包括信用購

入あつせん業者に対抗できる旨が定められていること。  

三  前条第六号から第九号までに掲げる事項のうち次の表の上欄に掲げる

事項について定めがあるときは、その内容がそれぞれ同表の下欄の基準に

合致していること。 

事項 内容の基準 

一  包括信用

購入あつせん

関係受領契約

の解除に関す

る事項 

イ 購入者等からの契約の解除ができない旨が定められて

いないこと。 

ロ 購入者等の支払義務の不履行により契約を解除するこ

とができる場合は、包括信用購入あつせん業者が定める一

定期間にわたり義務の不履行があつた場合であつて、包括

信用購入あつせん業者が二十日以上の相当な期間を定めて

その支払を書面で催告し、その義務が履行されない場合に

限る旨が定められていること。 
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ハ 購入者等の責に帰すべき事由により契約が解除された

場合の損害賠償等の額についての定めが法第三十条の三第

一項の規定に合致していること。 

ニ 包括信用購入あつせん業者の責に帰すべき事由により

契約が解除された場合における包括信用購入あつせん業者

の義務に関し、民法第五百四十五条に規定するものより購

入者等に不利な特約が定められていないこと。 

二  支払時期

の到来してい

ない支払分の

支払の請求に

関する事項 

イ 購入者等の支払義務の不履行により支払時期の到来し

ていない支払分の支払を請求することができる場合は、包

括信用購入あつせん業者が定める一定期間にわたり義務の

不履行があつた場合であつて、包括信用購入あつせん業者

が二十日以上の相当な期間を定めてその支払を書面で催告

し、その期間内にその義務が履行されない場合に限る旨が

定められていること。 

ロ 購入者等の支払義務の不履行以外の事由により支払時

期の到来していない支払分の支払を請求することができる

場合として、購入者等の信用が著しく悪化した場合又は重

要な契約条項違反があつた場合以外の場合が定められてい

ないこと。 

三  支払分の

支払の義務が

履行されない

場合（包括信用

購入あつせん

関係受領契約

が解除された

場合を除く。）

の損害賠償額

又は違約金に

関する事項 

支払分の支払の義務が履行されない場合（包括信用購入あ

つせん関係受領契約が解除された場合を除く。）の損害賠償

額の予定又は違約金の定めが法第三十条の三第二項の規定

に合致していること。 

四  前条第六

号から第八号

までに掲げる

もの以外の特

約 

法令に違反する特約が定められていないこと。 

四  日本工業規格Ｚ八三〇五に規定する八ポイント以上の大きさの文字及
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び数字を用いること 

 

第五十一条  法第三十条の二の三第二項第三号の経済産業省令で定める事項

は、次のとおりとする。  

一  包括信用購入あつせん業者の名称及び住所又は電話番号並びに包括信

用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購入あつせん関係役務提供事業

者の名称  

二  契約年月日  

三  包括信用購入あつせん関係受領契約について購入者等が問合わせ、相談

等を行うことができる機関の名称及び住所又は電話番号  

四  包括信用購入あつせん業者に対する抗弁に関する事項  

五  包括信用購入あつせん関係受領契約の解除に関する定めがあるときは、

その内容  

六  支払時期の到来していない弁済金の支払を請求することについての定

めがあるときは、その内容  

七  弁済金の支払の義務が履行されない場合（包括信用購入あつせん関係受

領契約が解除された場合を除く。）の損害賠償額の予定又は違約金の定めが

あるときは、その内容  

八  前各号に掲げるもののほか特約があるときは、その内容  

 

第五十二条  法第三十条の二の三第二項各号に掲げる事項を記載した書面を

交付するときは、次の各号に定めるところによらなければならない。  

一  第三十七条第一項第一号の表の上欄に掲げる用語をそれぞれ同表の下

欄に掲げる定義により用いること。  

二  前条第四号に掲げる事項については、その内容に、商品若しくは指定権

利の販売につきそれを販売した包括信用購入あつせん関係販売業者又は役

務の提供につきそれを提供する包括信用購入あつせん関係役務提供事業者

に対して生じている事由をもつて、弁済金の支払の請求をする包括信用購

入あつせん業者に対抗できる旨が定められていること。  

三  前条第五号、第六号及び第八号に掲げる事項のうち次の表の上欄に掲げ

る事項について定めがあるときは、その内容がそれぞれ同表の下欄の基準

に合致していること。 

事項 内容の基準 

一  包括信用

購入あつせん

関係受領契約

イ 購入者等からの契約の解除ができない旨が定められて

いないこと。 

ロ 購入者等の支払義務の不履行により契約を解除するこ
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の解除に関す

る事項 

とができる場合は、包括信用購入あつせん業者が定める一定

期間にわたり義務の不履行があつた場合であつて、包括信用

購入あつせん業者が二十日以上の相当な期間を定めてその

支払を書面で催告し、その義務が履行されない場合に限る旨

が定められていること。 

ハ 包括信用購入あつせん業者の責に帰すべき事由により

契約が解除された場合における包括信用購入あつせん業者

の義務に関し、民法第五百四十五条に規定するものより購入

者等に不利な特約が定められていないこと。 

二  支払時期

の到来してい

ない弁済金の

支払の請求に

関する事項 

イ 購入者等の支払義務の不履行により支払時期の到来し

ていない弁済金の支払を請求することができる場合は、包括

信用購入あつせん業者が定める一定期間にわたり義務の不

履行があつた場合であつて、包括信用購入あつせん業者が二

十日以上の相当な期間を定めてその支払を書面で催告し、そ

の期間内にその義務が履行されない場合に限る旨が定めら

れていること。 

ロ 購入者等の支払義務の不履行以外の事由により支払時

期の到来していない弁済金の支払を請求することができる

場合として、購入者等の信用が著しく悪化した場合又は重要

な契約条項違反があつた場合以外の場合が定められていな

いこと。 

三  前条第五

号から第七号

までに掲げる

もの以外の特

約 

法令に違反する特約が定められていないこと。 

四  日本工業規格Ｚ八三〇五に規定する八ポイント以上の大きさの文字及

び数字を用いること。  

 

第五十三条  法第三十条の二の三第三項各号に掲げる事項を記載した書面を

交付するときは、次の各号に定めるところによらなければならない。  

一  第三十七条第一項第一号の表の上欄に掲げる用語をそれぞれ同表の下

欄に掲げる定義により用いること。  

二  弁済金の算定根拠については、遅延損害金及び包括信用購入あつせんの

手数料以外の債務のうち未払として残つている額、弁済金の内訳その他弁

済金の額の算出に必要な事項を記載すること。  
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三  日本工業規格Ｚ八三〇五に規定する八ポイント以上の大きさの文字及

び数字を用いること。  

 

第五十四条  法第三十条の二の三第四項第四号の経済産業省令で定める事項

は、次のとおりとする。ただし、包括信用購入あつせん関係役務提供契約で

あつて当該契約に係る役務（法第二条第五項 に規定する指定役務を除く。）

の現金提供価格が一万円に満たないもの又は包括信用購入あつせん関係役務

提供契約であつて役務の提供を受ける者がカード等を提示し若しくは通知し

て、若しくはそれと引換えに、役務の提供を受けるときは、直ちに当該役務

の全部の履行が行われることが通例である役務（法第二条第五項 に規定する

指定役務を除く。次項において同じ。）を提供するものを締結した場合におい

ては第四号、第五号、第八号、第九号及び第十一号に掲げる事項（当該役務

の提供を受ける者から当該各号に掲げる事項を記載した書面の交付を求めら

れた場合における当該事項を除く。）を、包括信用購入あつせん関係販売契約

であつて当該契約に係る商品の種類が二以上あるものを締結した場合におい

ては第三号から第五号までに掲げる事項（現金販売価格が三千円に満たない

商品（当該契約に係る商品のうち現金販売価格が最も高額であるものを除く。）

に係るものに限る。）をそれぞれ記載しないことができる。  

一  包括信用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購入あつせん関係役

務提供事業者の名称及び住所又は電話番号  

二  契約年月日  

三  商品名  

四  商品の商標又は製造者及び機種又は型式（権利又は役務の場合にあつて

は、当該権利又は当該役務の種類）  

五  商品の数量（権利又は役務の場合にあつては、契約上権利を行使し得る

回数若しくは期間又は役務の提供を受けることができる回数若しくは期間）  

六  包括信用購入あつせん関係販売等契約について購入者等が問合わせ、相

談等を行うことができる機関の名称及び住所又は電話番号  

七  役務の提供が商品又は指定権利の販売の条件となつているときは、当該

役務の内容、提供時期その他当該役務に関する事項  

八  商品の販売が指定権利の販売又は役務の提供の条件となつているとき

は、当該商品の内容、引渡し時期その他当該商品に関する事項  

九  権利の販売が商品の販売又は役務の提供の条件となつているときは、当

該権利の内容、移転時期その他当該権利に関する事項  

十  商品に隠れた瑕疵がある場合の責任についての定めがあるときは、その

内容  
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十一  前各号に掲げるもののほか特約があるときは、その内容  

十二  包括信用購入あつせん関係販売等契約が連鎖販売個人契約又は業務

提供誘引販売個人契約であるときは、その旨  

２  購入者等が、包括信用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購入あつせ

ん関係役務提供事業者と対面することなく、かつ、勧誘を受けることなく機

器にカード等を提示し若しくは通知して、又はそれと引換えに、商品若しく

は指定権利を購入し、又は役務の提供を受ける場合であつて、次の各号に掲

げる場合のいずれかに該当する契約を締結した場合においては、前項の規定

にかかわらず、同項各号に掲げる事項を記載しないことができる。  

一  包括信用購入あつせん関係販売契約であつて購入者がカード等を提示

し若しくは通知して、又はそれと引換えに、商品若しくは指定権利を購入

するときは、直ちに当該商品の引渡し若しくは当該指定権利の移転がされ

る商品又は指定権利を販売するもの  

二  包括信用購入あつせん関係役務提供契約であつて役務の提供を受ける

者がカード等を提示し若しくは通知して、又はそれと引換えに、役務の提

供を受けるときは、直ちに当該役務の全部の履行が行われることが通例で

ある役務を提供するもの  

 

第五十五条  法第三十条の二の三第四項の規定により同項各号に掲げる事項

を記載した書面を交付するときは、次の各号に定めるところによらなければ

ならない。  

一  包括信用購入あつせんに係る商品若しくは権利の販売若しくは役務の

提供について、それぞれ第三十六条第一項第一号又は第三十七条第一項第

一号の表の上欄に掲げる用語をそれぞれ同表の下欄に掲げる定義により用

いること。  

二  法第三十条の二の三第四項第三号に掲げる事項については、その内容が

次の基準に合致していること。 

イ 購入者等からの包括信用購入あつせん関係販売等契約の解除ができな

い旨が定められていないこと。 

ロ 包括信用購入あつせん関係販売等契約の締結の前に包括信用購入あつ

せん関係販売業者又は包括信用購入あつせん関係役務提供事業者が見本、

カタログ等により購入者等に対し提示した当該契約の内容と当該購入者

等が受領した商品若しくは権利又は提供を受ける役務が相違している場

合には、購入者等は、当該契約の解除をすることができる旨が定められ

ていること。 

ハ 包括信用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購入あつせん関係役
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務提供事業者の責に帰すべき事由により包括信用購入あつせん関係販売

等契約が解除された場合における包括信用購入あつせん関係販売業者又

は包括信用購入あつせん関係役務提供事業者の義務に関し、民法第五百

四十五条 に規定するものより購入者等に不利な特約が定められていな

いこと。 

三  前条第一項第十号及び第十一号に掲げる事項のうち次の表の上欄に掲

げる事項についての定めがあるときは、その内容がそれぞれ同表の下欄の

基準に合致していること。 

 

事項 内容の基準 

一 商品に隠れ

た瑕疵がある場

合の責任に関す

る事項 

商品に隠れた瑕疵（道路運送車両法の規定による臨時運行

以外の運行の用に供された旨が明示されている自動車に

係る瑕疵であつて、当該運行の用に供されたことにより通

常生ずるものを除く。）がある場合に包括信用購入あつせ

ん関係販売業者が当該瑕疵について責任を負わない旨が

定められていないこと。 

二 前条第十号

に掲げるもの以

外の特約 

法令に違反する特約が定められていないこと。 

四  日本工業規格Ｚ八三〇五に規定する八ポイント以上の大きさの文字及び

数字を用いること。 

 

第六十条  包括信用購入あっせん業者は、法第三十条の五の二の規定により利

用者又は購入者等からの苦情（法第三十五条の三の十九第一項の規定による

対抗を含む。以下この条において同じ。）の適切かつ迅速な処理のために必要

な措置を講じるときは、次の各号に定めるところによらなければならない。  

一  利用者又は購入者等からの苦情を受け付けたときは、遅滞なく、当該苦

情に係る事項の原因を究明すること。  

二  前号の規定による原因究明により知った事項からみて、同号の苦情に係

る事項の原因が次のいずれかに係るものであると認めるときは、当該苦情の

内容に応じ、当該苦情の処理のために必要な事項を調査すること。 

イ 包括信用購入あっせん関係販売業者（法第三十条の二の三第四項に規定

する包括信用購入あっせん関係販売業者のうち包括信用購入あっせん関

係立替払取次業者と包括信用購入あっせん関係立替払取次ぎに係る契約

を締結した販売業者を除いたものをいう。次号イにおいて同じ。）又は包

括信用購入あっせん関係役務提供事業者（同項 に規定する包括信用購入
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あっせん関係役務提供事業者のうち包括信用購入あっせん関係立替払取

次業者と包括信用購入あっせん関係立替払取次ぎに係る契約を締結した

役務提供事業者を除いたものをいう。次号イにおいて同じ。）が包括信用

購入あっせん関係販売等契約の申込み又は締結の勧誘をするに際し、法第

三十五条の三の七 各号のいずれかに該当する行為をしたこと。 

ロ 包括信用購入あっせん業者が包括信用購入あっせんに係る業務に関し

利用者又は購入者等の利益の保護に欠ける行為をしたこと。 

三  第一号の規定による原因究明、認定割賦販売協会の保有する情報の確認

その他の方法により知った事項からみて、次のいずれかに該当するときは、

当該苦情の内容に応じ、当該苦情の処理のために必要な事項を調査すること。 

イ 利用者又は購入者等からの苦情であって、当該苦情に係る事項の原因が

包括信用購入あつせん関係販売業者又は包括信用購入あつせん関係役務

提供事業者による包括信用購入あつせんに係る業務に関する利用者又は

購入者等の利益の保護に欠ける行為に係るもの（苦情に係る事項の原因が

前号イに規定するものにある苦情を除く。以下このイにおいて同じ。）の

発生状況及び当該包括信用購入あっせん業者と包括信用購入あっせんに

係る契約を締結した販売業者又は役務提供事業者（当該包括信用購入あっ

せん関係販売業者又は当該包括信用購入あっせん関係役務提供事業者を

除く。以下この号において「他の包括信用購入あっせん関係販売業者等」

という。）による包括信用購入あっせんに係る業務に関する利用者又は購

入者等の利益の保護に欠ける行為に係る苦情の発生状況からみて、当該包

括信用購入あっせん関係販売業者又は当該包括信用購入あっせん関係役

務提供事業者が当該他の包括信用購入あっせん関係販売業者等に比し、利

用者又は購入者等の利益の保護に欠けると認められるとき。 

ロ 利用者又は購入者等からの苦情であって、当該苦情に係る事項の原因が

包括信用購入あつせん関係販売業者（包括信用購入あつせん関係立替払取

次業者と包括信用購入あつせん関係立替払取次ぎに係る契約を締結した

販売業者に限る。）又は包括信用購入あっせん関係役務提供事業者（包括

信用購入あっせん関係立替払取次業者と包括信用購入あっせん関係立替

払取次ぎに係る契約を締結した役務提供事業者に限る。）による包括信用

購入あっせんに係る業務に関する利用者又は購入者等の利益の保護に欠

ける行為に係るものの発生状況からみて、当該包括信用購入あっせん関係

販売業者又は当該包括信用購入あっせん関係役務提供事業者が包括信用

購入あっせんに係る業務に関し利用者又は購入者等の利益の保護に欠け

ると認められるとき。 

四  前二号の規定による調査の結果に基づき、包括信用購入あっせんに係る
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業務に関し改善が必要な場合には、所要の措置を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24 
 



４．特定商取引に関する法律（昭和 51年法律第 57号）（抜粋） 

 

（禁止行為）  

第六条  販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約若しくは役

務提供契約の締結について勧誘をするに際し、又は訪問販売に係る売買契約

若しくは役務提供契約の申込みの撤回若しくは解除を妨げるため、次の事項

につき、不実のことを告げる行為をしてはならない。  

一  商品の種類及びその性能若しくは品質又は権利若しくは役務の種類及

びこれらの内容その他これらに類するものとして主務省令で定める事項  

二  商品若しくは権利の販売価格又は役務の対価  

三  商品若しくは権利の代金又は役務の対価の支払の時期及び方法  

四  商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期  

五  当該売買契約若しくは当該役務提供契約の申込みの撤回又は当該売買

契約若しくは当該役務提供契約の解除に関する事項（第九条第一項から第

七項までの規定に関する事項（第二十六条第三項又は第四項の規定の適用

がある場合にあつては、同条第三項又は第四項の規定に関する事項を含む。）

を含む。）  

六  顧客が当該売買契約又は当該役務提供契約の締結を必要とする事情に

関する事項  

七  前各号に掲げるもののほか、当該売買契約又は当該役務提供契約に関す

る事項であつて、顧客又は購入者若しくは役務の提供を受ける者の判断に

影響を及ぼすこととなる重要なもの  

２  販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約又は役務提供契

約の締結について勧誘をするに際し、前項第一号から第五号までに掲げる事

項につき、故意に事実を告げない行為をしてはならない。  

３  販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約若しくは役務提

供契約を締結させ、又は訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約の申

込みの撤回若しくは解除を妨げるため、人を威迫して困惑させてはならない。 

４（略） 

 

（禁止行為）  

第二十一条  販売業者又は役務提供事業者は、電話勧誘販売に係る売買契約若

しくは役務提供契約の締結について勧誘をするに際し、又は電話勧誘販売に

係る売買契約若しくは役務提供契約の申込みの撤回若しくは解除を妨げるた

め、次の事項につき、不実のことを告げる行為をしてはならない。  

一  商品の種類及びその性能若しくは品質又は権利若しくは役務の種類及
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びこれらの内容その他これらに類するものとして主務省令で定める事項  

二  商品若しくは権利の販売価格又は役務の対価  

三  商品若しくは権利の代金又は役務の対価の支払の時期及び方法  

四  商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期  

五  当該売買契約若しくは当該役務提供契約の申込みの撤回又は当該売買

契約若しくは当該役務提供契約の解除に関する事項（第二十四条第一項か

ら第七項までの規定に関する事項（第二十六条第三項又は第四項の規定の

適用がある場合にあつては、同条第三項又は第四項の規定に関する事項を

含む。）を含む。）  

六  電話勧誘顧客が当該売買契約又は当該役務提供契約の締結を必要とす

る事情に関する事項  

七  前各号に掲げるもののほか、当該売買契約又は当該役務提供契約に関す

る事項であつて、電話勧誘顧客又は購入者若しくは役務の提供を受ける者

の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの  

２  販売業者又は役務提供事業者は、電話勧誘販売に係る売買契約又は役務提

供契約の締結について勧誘をするに際し、前項第一号から第五号までに掲げ

る事項につき、故意に事実を告げない行為をしてはならない。  

３  販売業者又は役務提供事業者は、電話勧誘販売に係る売買契約若しくは役

務提供契約を締結させ、又は電話勧誘販売に係る売買契約若しくは役務提供

契約の申込みの撤回若しくは解除を妨げるため、人を威迫して困惑させては

ならない。 

 

（定義）  

第三十三条   

１ この章並びに第五十八条の二十一第一項及び第三項並びに第六十七条第一

項において「連鎖販売業」とは、物品（施設を利用し又は役務の提供を受け

る権利を含む。以下この章及び第五章において同じ。）の販売（そのあつせん

を含む。）又は有償で行う役務の提供（そのあつせんを含む。）の事業であつ

て、販売の目的物たる物品（以下この章及び第五十八条の二十一第一項第一

号イにおいて「商品」という。）の再販売（販売の相手方が商品を買い受けて

販売することをいう。以下同じ。）、受託販売（販売の委託を受けて商品を販

売することをいう。以下同じ。）若しくは販売のあつせんをする者又は同種役

務の提供（その役務と同一の種類の役務の提供をすることをいう。以下同じ。）

若しくはその役務の提供のあつせんをする者を特定利益（その商品の再販売、

受託販売若しくは販売のあつせんをする他の者又は同種役務の提供若しくは

その役務の提供のあつせんをする他の者が提供する取引料その他の主務省令
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で定める要件に該当する利益の全部又は一部をいう。以下この章及び第五十

八条の二十一第一項第四号において同じ。）を収受し得ることをもつて誘引し、

その者と特定負担（その商品の購入若しくはその役務の対価の支払又は取引

料の提供をいう。以下この章及び第五十八条の二十一第一項第四号において

同じ。）を伴うその商品の販売若しくはそのあつせん又は同種役務の提供若し

くはその役務の提供のあつせんに係る取引（その取引条件の変更を含む。以

下「連鎖販売取引」という。）をするものをいう。 

２  この章並びに第五十八条の二十一、第六十六条第一項及び第六十七条第一

項において「統括者」とは、連鎖販売業に係る商品に自己の商標を付し、若

しくは連鎖販売業に係る役務の提供について自己の商号その他特定の表示を

使用させ、連鎖販売取引に関する約款を定め、又は連鎖販売業を行う者の経

営に関し継続的に指導を行う等一連の連鎖販売業を実質的に統括する者をい

う。 

３（略） 

 

（連鎖販売取引における氏名等の明示）  

第三十三条の二  統括者、勧誘者（統括者がその統括する一連の連鎖販売業に

係る連鎖販売取引について勧誘を行わせる者をいう。以下同じ。）又は一般連

鎖販売業者（統括者又は勧誘者以外の者であつて、連鎖販売業を行う者をい

う。以下同じ。）は、その統括者の統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売

取引をしようとするときは、その勧誘に先立つて、その相手方に対し、統括

者、勧誘者又は一般連鎖販売業者の氏名又は名称（勧誘者又は一般連鎖販売

業者にあつては、その連鎖販売業に係る統括者の氏名又は名称を含む。）、特

定負担を伴う取引についての契約の締結について勧誘をする目的である旨及

び当該勧誘に係る商品又は役務の種類を明らかにしなければならない。 

 

（禁止行為）  

第三十四条  統括者又は勧誘者は、その統括者の統括する一連の連鎖販売業に

係る連鎖販売取引についての契約（その連鎖販売業に係る商品の販売若しく

はそのあつせん又は役務の提供若しくはそのあつせんを店舗その他これに類

似する設備（以下「店舗等」という。）によらないで行う個人との契約に限る。

以下この条において同じ。）の締結について勧誘をするに際し、又はその連鎖

販売業に係る連鎖販売取引についての契約の解除を妨げるため、次の事項に

つき、故意に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為をしてはならない。  

一  商品（施設を利用し及び役務の提供を受ける権利を除く。）の種類及び

その性能若しくは品質又は施設を利用し若しくは役務の提供を受ける権利
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若しくは役務の種類及びこれらの内容その他これらに類するものとして主

務省令で定める事項  

二  当該連鎖販売取引に伴う特定負担に関する事項  

三  当該契約の解除に関する事項（第四十条第一項から第三項まで及び第四

十条の二第一項から第五項までの規定に関する事項を含む。）  

四  その連鎖販売業に係る特定利益に関する事項  

五  前各号に掲げるもののほか、その連鎖販売業に関する事項であつて、連

鎖販売取引の相手方の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの  

２  一般連鎖販売業者は、その統括者の統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖

販売取引についての契約の締結について勧誘をするに際し、又はその連鎖販

売業に係る連鎖販売取引についての契約の解除を妨げるため、前項各号の事

項につき、不実のことを告げる行為をしてはならない。  

３  統括者、勧誘者又は一般連鎖販売業者は、その統括者の統括する一連の連

鎖販売業に係る連鎖販売取引についての契約を締結させ、又はその連鎖販売

業に係る連鎖販売取引についての契約の解除を妨げるため、人を威迫して困

惑させてはならない。 

４（略） 

 

（禁止行為）  

第四十四条  役務提供事業者又は販売業者は、特定継続的役務提供等契約の締

結について勧誘をするに際し、又は特定継続的役務提供等契約の解除を妨げ

るため、次の事項につき、不実のことを告げる行為をしてはならない。  

一  役務又は役務の提供を受ける権利の種類及びこれらの内容又は効果（権

利の場合にあつては、当該権利に係る役務の効果）その他これらに類する

ものとして主務省令で定める事項  

二  役務の提供又は権利の行使による役務の提供に際し当該役務の提供を

受ける者又は当該権利の購入者が購入する必要のある商品がある場合には、

その商品の種類及びその性能又は品質その他これらに類するものとして主

務省令で定める事項  

三  役務の対価又は権利の販売価格その他の役務の提供を受ける者又は役

務の提供を受ける権利の購入者が支払わなければならない金銭の額  

四  前号に掲げる金銭の支払の時期及び方法  

五  役務の提供期間又は権利の行使により受けることができる役務の提供

期間  

六  当該特定継続的役務提供等契約の解除に関する事項（第四十八条第一項

から第七項まで及び第四十九条第一項から第六項までの規定に関する事項
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を含む。）  

七  顧客が当該特定継続的役務提供等契約の締結を必要とする事情に関す

る事項  

八  前各号に掲げるもののほか、当該特定継続的役務提供等契約に関する事

項であつて、顧客又は特定継続的役務の提供を受ける者若しくは特定継続

的役務の提供を受ける権利の購入者の判断に影響を及ぼすこととなる重要

なもの  

２  役務提供事業者又は販売業者は、特定継続的役務提供等契約の締結につい

て勧誘をするに際し、前項第一号から第六号までに掲げる事項につき、故意

に事実を告げない行為をしてはならない。  

３  役務提供事業者又は販売業者は、特定継続的役務提供等契約を締結させ、

又は特定継続的役務提供等契約の解除を妨げるため、人を威迫して困惑させ

てはならない。 

 

（禁止行為）  

第五十二条  業務提供誘引販売業を行う者は、その業務提供誘引販売業に係る

業務提供誘引販売取引についての契約（その業務提供誘引販売業に関して提

供され、又はあつせんされる業務を事業所その他これに類似する施設（以下

「事業所等」という。）によらないで行う個人との契約に限る。以下この条に

おいて同じ。）の締結について勧誘をするに際し、又はその業務提供誘引販売

業に係る業務提供誘引販売取引についての契約の解除を妨げるため、次の事

項につき、故意に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為をしてはなら

ない。  

一  商品（施設を利用し及び役務の提供を受ける権利を除く。）の種類及び

その性能若しくは品質又は施設を利用し若しくは役務の提供を受ける権利

若しくは役務の種類及びこれらの内容その他これらに類するものとして主

務省令で定める事項  

二  当該業務提供誘引販売取引に伴う特定負担に関する事項  

三  当該契約の解除に関する事項（第五十八条第一項から第三項までの規定

に関する事項を含む。）  

四  その業務提供誘引販売業に係る業務提供利益に関する事項  

五  前各号に掲げるもののほか、その業務提供誘引販売業に関する事項であ

つて、業務提供誘引販売取引の相手方の判断に影響を及ぼすこととなる重

要なもの  

２  業務提供誘引販売業を行う者は、その業務提供誘引販売業に係る業務提供

誘引販売取引についての契約を締結させ、又はその業務提供誘引販売業に係
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る業務提供誘引販売取引についての契約の解除を妨げるため、人を威迫して

困惑させてはならない。 

３（略） 
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５．消費者契約法（平成 12年法律第 61号）（抜粋） 

 

（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し）  

第四条  消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当

該消費者に対して次の各号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める

誤認をし、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示を

したときは、これを取り消すことができる。  

一  重要事項について事実と異なることを告げること。当該告げられた内容

が事実であるとの誤認  

二  物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将

来におけるその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他

の将来における変動が不確実な事項につき断定的判断を提供すること。 

当該提供された断定的判断の内容が確実であるとの誤認  

２  消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消

費者に対してある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消

費者の利益となる旨を告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利

益となる事実（当該告知により当該事実が存在しないと消費者が通常考える

べきものに限る。）を故意に告げなかったことにより、当該事実が存在しない

との誤認をし、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表

示をしたときは、これを取り消すことができる。ただし、当該事業者が当該

消費者に対し当該事実を告げようとしたにもかかわらず、当該消費者がこれ

を拒んだときは、この限りでない。  

３  消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消

費者に対して次に掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって当該消

費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すこ

とができる。  

一  当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている

場所から退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から

退去しないこと。  

二  当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から

当該消費者が退去する旨の意思を示したにもかかわらず、その場所から当

該消費者を退去させないこと。 

４（略） 
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